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第１ 趣旨 

 

１．目的 

 

総合設計制度は、建築基準法第５９条の２に基づく特定行政庁（市長）の許可によ

り同法の一部の規定が緩和されるもので、一定規模以上の敷地面積及び一定割合以上

の空地を有する良好な建築計画について、容積率並びに道路斜線及び隣地斜線の制限

緩和を行うものである。 

那覇市では、快適な歩行空間の整備、広場や緑地の確保等、市街地環境の向上に多

くの課題を抱えているため、これらの課題改善に資する建築計画かどうかという視点

が、この制度活用のひとつの判断材料となる。 

本市の実情に即した、まちづくりに貢献する良好な建築計画を積極的に誘導し、市

街地環境の整備及び改善を図るため、総合設計制度の具体的な取扱いを本要綱に定め

る。 

 

２．基本目標 

 

  総合設計制度の運用にあたって、基本目標を次のとおり定める。 

 

（１）市街地における公共的な空間の整備誘導 

（２）良好な都市景観及び潤いのある緑地空間の創造 

（３）敷地の集約による市街地環境の改善 

 

本市における建築活動の実態及び市街地の現況に鑑み、個々の建築物の整備のみで

なく、周辺地域の市街地環境の向上に資する建築計画を誘導する。 

（１）については、道路に沿った公開空地の設置に重点を置く歩行者のための空間

をつくること、（２）については、形態制限により不整形な建築物となるものを街路景

観の立場で整えること及び敷地内を緑化すること、（３）については、都市における共

同開発の有利性をうながし、周辺地域の建築物や広場（公園、道路等）と一体的な建

築計画を誘導することとする。 

 

３．運用方針 

 

  本要綱は、沖縄の地域性及び本市の特殊性に鑑み、建築基準法第５９条の２の許可

要件を示したものである。 

  市街地環境の整備改善に資する度合いを、建築計画の形状又は数値数式によって一

律に評価することは困難であるが、計画の基本となる要件のうち、定量化できる部分

の基準化を図った。 

  具体的な審査は、本要綱に定める第２の技術基準により行うが、建築計画の評価が

その場所や公開空地の計画位置によって異なるため、市街地環境の整備改善への貢献

度といった総合的な評価は、建築審査会の同意をもって判断するものである。 
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第２ 技術基準 

 

  技術基準は、法及び政令に定める有効な都市空間の確保を基調とし、本制度の適用対

象となるための基本要件と、数値数式で示した容積の割増基準等により構成する。 

 

１． 用語の定義 

 

   この要綱で用いる用語の定義は、次のとおりとする。 

(1)  法 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号） 

(2)  政令 建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号） 

(3)  規則 那覇市建築基準法の施行に関する規則（平成２０年那覇市規則第５号） 

(4)  建築物 総合設計制度の適用を受ける建築物 

(5)  基準容積率 法第５２条第１項から第９項までの規定による容積率 

(6)  基準建蔽率 法第５３条の規定による建蔽率 

(7)  公開空地 第２（２）に定める基準に適合する開放空間 

(8)  有効係数 第２（３）に定める公開空地の位置、形状及び道路面からの高低差

等によって、その公開性を判定する係数 

(9)  有効公開空地面積 公開空地面積に有効係数を乗じた面積 

 

２． 適用の要件 

 

(1)  基本要件 

① 対象地域 

建築物の敷地が市街化区域内であること。ただし、第１種低層住居専用地域

及び第２種低層住居専用地域においては、法第５５条第１項に規定する絶対高

さ制限の緩和に限り適用する。 

      

② 敷地面積の規模 

敷地面積の規模は、表２－１に掲げる数値以上であること。 

 

表２－１ 敷地面積の規模（規則第２２条） 

用途地域 敷地面積の規模 

第1種低層住居専用地域 

第２種低層住居専用地域 
政令第136条第3項表(ろ)欄に

定める規模とする。 

第１種中高層住居専用地域 

第２種中高層住居専用地域 

第１種住居地域 

第２種住居地域 

準住居地域 

近隣商業地域 

商業地域 

準工業地域 

工業地域 

 

 

 

 

５００㎡ 
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③ 敷地内の絶対空地率 

敷地の絶対空地率（敷地面積から建築面積を減じた敷地部分の面積の敷地面

積に対する割合）は、表２-２の各欄に掲げる緩和事項に応じ当該各欄に掲げ

る式によって得られる値以上とする。 

 

表２－２ 絶対空地率   

緩和事項 絶対空地率 

容積率制限の緩和 

（政令第１３６条第１項） 

12/10－Ｃ 

 

各部分の高さのみの緩和

（政令第１３６条第２項） 

Ｃ≦5/10の 

場合 

11/10－Ｃ 

上記以外の 

場合 

11.5/10－Ｃ 

Ｃ：基準建蔽率    

 

④ 前面道路の幅員及び敷地の接道長 

建築物の敷地は、表２-３の各欄に掲げる用途地域に応じ当該各欄に掲げる 

数値以上の幅員を有する道路に、当該敷地境界線の周長の６分の１以上接する

ものであること。ただし、近隣商業地域又は商業地域にある建築物の敷地が、

幅員６ｍ以上の道路に、当該敷地境界線の周長の４分の１以上接する場合は、

この限りではない。 

 

表２－３ 前面道路の幅員 

用途地域 前面道路幅員 

第１種低層住居専用地域 
第２種低層住居専用地域 
第１種中高層住居専用地域 
第２種中高層住居専用地域 

第１種住居地域 
第２種住居地域 
準住居地域 
準工業地域 

 
 

 
６ｍ 

近隣商業地域 
商業地域 
工業地域 

 
８ｍ 

 

 

⑤ 有効公開空地率の最低限度 

建築物の敷地内における有効公開空地率（有効公開空地面積の敷地面積に対

する割合）は、表２－４の各欄に掲げる用途地域に応じ当該各欄に掲げる式に

よって得られる値以上とする。 

 

表２－４ 有効公開空地率 

用途地域 有効公開空地率（S / A） 

第１種低層住居専用地域 
第２種低層住居専用地域 

0.2 
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第１種中高層住居専用地域 
第２種中高層住居専用地域 

第１種住居地域 
第２種住居地域 
準住居地域 
準工業地域 
工業地域 

0.2＋（１－Ｃ）× （10 /4.5）×0.3 

近隣商業地域 
商業地域 

0.3＋（１－Ｃ）× （10 /4.5）×0.3 

Ｃ：基準建蔽率 

 

⑥ 道路に沿った公開空地の設置 

建築物の敷地内には、原則として道路に沿った公開空地を、既存道路と同一

レベルで道路境界線に沿って連続して設けるものとする。ただし、２以上の道

路に接する場合で、主要な道路（歩行者空間として整備することが望ましい道

路とする。④において同様とする。）のみに公開空地の設置が望ましい計画に

あっては、この限りでない。 

 

⑦ 主要な道路からの建築物の後退 

      建築物の各部分は、主要な道路境界線から、当該計画建築物の高さの平 

     方根の２分の１以上後退するものとする。 

      ただし、壁面を揃えることが望ましい地域、地区及び建築計画にあっては、

この限りでない。 

 

⑧ 福祉環境の整備 

沖縄県福祉のまちづくり条例（平成9年4月1日沖縄県条例第5号）第2条

第2号に規定する生活関連施設に該当する建築物は同施行規則第5条に規定す

る整備基準に適合した計画とすること。 

 

(2)  公開空地の基準 

公開空地とは、次の①から⑥までのすべてに該当する敷地内の空地又は空地の部

分（当該空地内に設けられた植込み、芝生、池等、当該空地の環境の向上に寄与す

るものを含む。）をいう。 

公開空地は、建築物の敷地内に設けることを原則とするが、次の①から⑥までの

すべてに該当する空地、又はそれ以上の公開性があると認められる空地は、敷地外

に確保することができる。 

なお、建築物の整備と一体的に計画配置される公園、広場、緑地等の空地で、事

業者の無償譲渡又は無償貸付に係るものであって、都市計画決定され、又は地方公

共団体により管理され、①から⑥までのすべてに該当するもの（以下｢公共空地｣と

いう。）については公開空地とみなす。 

 

① 歩行者が日常自由に通行又は利用できるもの（非常時以外の場合において自

動車が出入りする敷地内通路を除く。）であること。ただし、屋内に設けられ

るもの等で、市長が認めたものにあっては、深夜等において閉鎖することがで

きる。 
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② 最小幅が４ｍ以上であること。ただし、道路に沿って設けられ、かつ、道路

と一体的に利用可能な公開空地においては、最小幅が２ｍ以上（近隣商業地域

又は商業地域の場合は、１.５ｍ以上。）であること。又、敷地を貫通して道路、

公園等を相互に有効に連絡する公開空地においては、最小幅が２ｍ以上である

こと。 

 

③ 公開空地全周の８分の１以上が道路に接していること。ただし、動線上無理

のない通り抜け歩道を設けたもので、歩行者の出入りに支障がない場合は、こ

の限りでない。 

 

④ 道路との高低差は、４ｍ以内であること。ただし、駅舎のコンコース、横断

歩道橋等に連絡する場合等、歩行者の利便に供する場合は、この限りでない。 

 

⑤ 階段及び斜路の幅は、２ｍ以上であること。この場合において、階段は、け

あげ１５ｃｍ以下、踏面３０ｃｍ以上とし、斜路の勾配は、１０分の１以下と

すること。 

 

⑥ 一の公開空地の面積は、表２－５の各欄に掲げる用途地域に応じ当該各欄に

掲げる数値以上であること。ただし、歩行者の利用しやすい形態で歩道の用に

供する公開空地にあっては、この限りでない。 

 

表２－５ 公開空地の面積 

用途地域 面積 

第１種低層住居専用地域 
第２種低層住居専用地域 

２００㎡ 

第１種中高層住居専用地域 

第２種中高層住居専用地域 

第１種住居地域 

第２種住居地域 

準住居地域 

準工業地域 

工業地域 

１００㎡ 

近隣商業地域 

商業地域 

５０㎡ 

 

(3)  公開空地の有効面積の算定 

① 公開空地の有効面積（以下「有効公開空地面積」という。）は、次に掲げる区

分に従い、当該公開空地又は公開空地の部分の面積にⅠからⅣまでに掲げる有

効係数を乗じたものとする。 

 

Ⅰ 道路に沿った公開空地及び通り抜け歩道の用に供する公開空地（これらの

公開空地の幅が４ｍを超えるものにあっては、幅が４ｍ以内の部分に限

る。）にあっては1.5とする。 
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Ⅱ 近隣商業地域又は商業地域の道路に沿った公開空地で天空へ開放されて

いる場合には、表２－６に掲げる数値とする。ただし、歩道との段差がな

く、歩道と合わせた幅員が６ｍ以上であり、かつ、隣地との間に塀等の空

地を妨げる計画のないもの又はその他方法により連続した空地を設けたも

のについてはそれぞれの数値に0.5を加えた数値とする。 

 

表２－６ 

 道路境界線からの距離 有効係数 

イ 1.5ｍ以上2.0ｍ未満 1.5 

ロ 2.0ｍ以上3.0ｍ未満 1.7 

ハ 3.0ｍ以上4.0ｍ未満 2.0 

 

Ⅲ 面積が４００㎡以上で幅員６ｍ以上の道路に接する公開空地又は公開空

地の部分（Ⅰ及びⅡに該当するものを除く。）にあっては1.2とする。ただ

し、近隣商業地域又は商業地域の場合においては1.4とする。 

 

Ⅳ 面積が２００㎡以上４００㎡未満で幅員６ｍ以上の道路に接する公開空

地又は公開空地の部分（Ⅰ及びⅡに該当するものを除く。）にあっては 1.1

とする。ただし、近隣商業地域又は商業地域の場合においては1.3とする。 

 

Ⅴ Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ及びⅣ以外の公開空地又は公開空地の部分にあっては1.0とす

る。 

 

② 次に掲げるものの有効公開空地面積は、当該公開空地又は空地の部分の面積

に①に規定する係数を乗じたものに、次に掲げる区分に従いⅠからⅢまでに掲

げる有効係数を乗じたものとする。 

 

Ⅰ 公開空地の地盤（公開空地が建築物の屋上である場合には、その屋上面）

が当該公開空地の接している道路面と高低差のある場合は、高低差に応じて

次表２－７に掲げる数値とする。ただし、駅舎の高架コンコース、横断歩道

橋等に連絡する目的で、歩行者の通行等の利便に供する部分の有効係数は、

高低差に関係なく1.5とする。 

 

表２－７ 

 道路との高低差 有効係数 

イ 0.1ｍ以上0.3ｍ未満 0.9 

ロ 0.3ｍ以上0.8ｍ未満 0.8 

ハ 0.8ｍ以上1.5ｍ未満 0.7 

ニ 1.5ｍ以上3.0ｍ未満 0.6 

ホ 3.0ｍ以上4.0ｍ以内 0.5 

 

Ⅱ ピロティ、アーケード等の建築物又は建築物の部分によっておおわれた公

開空地にあっては、はり下（はりがない場合は床板下。以下同じ。）の高さ

及び奥行きに応じて表２-８に掲げる数値とする。 
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表２－８ 

 はり下高さ及び奥行 有効係数 

イ はり下５ｍ以上で、かつ、奥行き

が当該高さの２倍以内の部分 

a 道路に沿った公開空地 0.9 

b 上記以外 0.7 

ロ はり下2.5ｍ以上５ｍ未満で、か

つ、奥行きが当該高さの２倍以内

の部分 

a 道路に沿った公開空地 0.7 

b 上記以外 0.5 

ハ はり下５ｍ以上で、かつ、奥行きが当該高さの２倍を越える

部分 
0.5 

ニ はり下 2.5ｍ以上５ｍ未満で、かつ、奥行きが当該高さの２

倍を超える部分 
0.3 

 

Ⅲ 道路からの見通しが、隣地又は建築物によって妨げられる部分にあっては

0.5とする。 

 

③ 隣接する敷地において一体的に計画された公開空地については、全体を一の

公開空地とみなして、①及び②の規定中「当該公開空地又は公開空地の部分の

面積」とあるのは「当該空地内の当該公開空地又は公開空地の部分の面積」と

する。 

 

(4) 敷地内に計画道路がある場合 

敷地内に計画道路がある場合の本制度の適用にあたっては、計画道路部分の面積

を除外してもすべてこの要綱に定める技術基準に適合するものであること。 

 

３．容積の割増 

 

(1)  通常の容積の割増 

法第５２条第１項から第９項までの規定に係る法第５９条の２第１項の許可によ

る容積の割増に当たって、建築物の延べ面積は、次に掲げる式よって得られる面積

以下とする。 

 

V  =  A × v ×｛ １＋（ S/A － 0.1 ）× Ki ｝ 

 

A ：敷地面積（公共空地がある場合はその面積を含む。） 

S ：有効公開空地面積 

V ：割増後の延べ面積 

v ：基準容積率 

Ki：以下の式により算出した割増係数 

1/3 ＋（ 9 － v  ）× 1/8 × 1/3 
 

 ただし、割増後の延べ面積Vは表３－１に掲げるものを限度とする。 
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表３－１ 

割増後の延べ面積Vの限度 A × v × 1.5  と 

A ×( v + 20/10 ） 

のうちいずれか小さいもの 
 
 

(2) 共同住宅の容積の割増 

良好な市街地住宅を供給する建築物で次の①の要件に該当するものについては、

建築物の延べ面積は、②に掲げる式よって得られる面積以下とする。 
 

①要件 
 

Ⅰ 対象地域は原則として、第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専

用地域、第１種住居地域、第２種住居地域、準住居地域、近隣商業地域又は、

商業地域とする。 
 

Ⅱ 住宅の用に供する部分の床面積の合計が延べ面積の４分のⅠ以上である

ものであり、それらの住戸は原則として、専有部分の床面積（バルコニー部

分の面積を除く。）が沖縄振興開発金融公庫の融資の対象面積以上であるも

のとする。 

 

②容積の割増 

V  =  A × v ×｛１＋（S/A－0.1）× Ki ×（3/4 a＋１）｝ 

 

A 、S、V、v、Kiは(1)の定めるところによる。 

ａ：建築物における住宅の用に供する部分の床面積の延べ面積

に対する割合（2/3を超えるときは2/3とする。） 

 

 ただし、割増後の延べ面積Vは表３－２に掲げるものを限度とする。 

 

表３－２ 

割増後の延べ面積Vの限度 A × v ×（a×3/8＋3/2）と 

A ×｛ v ＋（ a×15 + 20 ）/10 ｝ 

のうちいずれか小さいもの 

 

(3) 宿泊施設の容積の割増 

市街地の環境の整備改善に資する宿泊施設で次の①の要件に該当するものにつ

いては、建築物の延べ面積は、②に掲げる式よって得られる面積以下とする。 

 

①要件 

 

Ⅰ 建築物の敷地は、「宿泊施設の整備に着目した容積率緩和」那覇市運用方針

（平成30年6月4日）（以下、「運用方針」という。）の「3（1）適用地域の

要件」による適用地域内であること。 

 

Ⅱ 宿泊施設については、運用方針の「3(4)宿泊施設の要件」の①、②及び④
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を満たす宿泊施設であること。 
 

Ⅲ 有効公開空地率が0.5以上であること。 

 

②容積の割増 

V  =  A × v ×｛ １＋（ S/A － 0.1 ）× Ki ｝+  Ah ×0.5 

 

A 、S、V、v、Kiは(1)の定めるところによる。 

Ah：適用地域内の敷地面積 
 

 

ただし、割増後の延べ面積Vは表３－３に掲げるものを限度とする。 

 

表３－３ 

割増後の延べ面積Vの限度 A × v × 1.5  と 

A ×（ v + 20/10 ） 

のうちいずれか小さいもの 

 

 

４．建築物の各部分の高さに関する緩和 

 

    法第５５条第１項の規定による制限（第１種低層住居専用地域及び第２種低層住

居専用地域における絶対高さ制限）又は、法第５６条第１項１号の規定による制限

（道路斜線制限）若しくは同条同項第２号の規定による制限（隣地斜線制限）につ

いて、次の（１）又は（２）に定めるところにより緩和をする。 

    ただし、法第５６条第１項第３号の規定による制限（北側斜線制限）の緩和しな

いものとする。 

 

(1) 絶対高さ制限に関する緩和 

法第５５条第１項に規定する第１種低層住居専用地域及び第２種低層住居専用地

域における絶対高さ制限の緩和については、第２技術基準の２．適用の要件に加え次

にあげる①要件及び②許可基準の全てに該当すること。 

 

①要件 

 

 Ⅰ 旧耐震基準で建築された共同住宅の建替えであること。 

 

 Ⅱ 建替戸数が建替前の戸数を超えないものであること。 

 

 Ⅲ 建築基準法における他の特例許可との併用は認めない。 

 

②許可基準 

 

Ⅰ 公開空地の配置 

敷地内には、道路に沿った幅４ｍ以上の歩道状公開空地を適切に配置するこ
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と。（地形上やむを得ない場合を除く。） 

 

Ⅱ 日影規制 

沖縄県建築基準法施行条例（昭和47年5月27日条例第83号）に定める規

制値の運用にあたって、法第56条の２第１項中「敷地境界線からの水平距離

が５ｍを超える範囲」を「敷地境界線を超える範囲」と、法別表第４の（に）

欄中「水平距離が10ｍ以内」を「水平距離が５ｍ以内」と、「水平距離が10

ｍを超える」を「水平距離が５ｍを超える」とそれぞれ読み替えたものに適

合すること。 

 

Ⅲ 建築物の外壁等の面の位置の制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面（ベランダ、外部階段及び玄関ポー

チの壁及び柱の面等を含む。）から敷地境界線までの距離を３ｍ以上とするこ

と。 

 

Ⅳ 緩和の限度 

イ 緩和の範囲は、敷地の各辺（単純な形状の多角形の敷地にあっては敷地境

界線、多角形でない敷地又は複雑な形状の多角形の敷地にあっては、当該

敷地を単純な多角形に近似した場合（図1 参照）の各辺をいう。以下同じ。）

において、Si’がSi以下であるものとする。この場合において、Si’とは

Oi（各辺についてその中点から１６ｍの距離だけ外側にある点をいう。）を

通る鉛直線上の各点を視点として建築物の各部分を各辺上の鉛直面に水平

方向に投影した図形の面積（以下「立面投影面積」という。）とし、Si は

各辺の長さに１０ｍを乗じて得た値とする。 

 

ロ 建築物の高さは２０ｍを上限とする。ただし、立面投影面積の比率

（Si’/Si）が各面にわたって０．８以下であり、かつ、敷地の規模及び敷

地周辺の状況等に応じて、周辺の低層住宅地の居住環境に特に配慮がなさ

れていると認められる場合は、この限りでない。 

 

(2) 道路斜線制限等及び隣地斜線制限に関する緩和 

法第５６条第１項第１号（道路斜線制限）又は第２号（隣地斜線制限）の規定に

係る法第５９条の２第１項の許可を受けることができる建築物は、多角形の敷地の

各辺（各辺とは敷地境界線をいうが、多角形ではない敷地及び複雑な形状の多角形

の敷地については、それを単純な多角形に近似した場合（図１参照）の各辺をいう。

以下同じ。）において、次の①から③までによって算定した立面投影面積の Si’が

Si以下であること。ただし、近隣商業地域及び商業地域においては、各辺における

立面投影面積の全体比較方式（Si’の合計面積がSiの合計面積以下であること。）

を適用するものとする。 

 

①立面投影面積Si’ 

Si’とは、Oi（③によって求められる点）を通る鉛直線上の各点を視点とし、

建築物の各部分を各辺上の鉛直面を画面としたものに、水平方向に投影させる

ことによって構成される図形の面積（図２参照）をいう。 
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① 立面投影面積Si 

Siとは、各辺において法第５６条第１項第１号、第２号及び第２項の規定

によって許容される最大の立面投影面積（図２参照）をいう。 

 

② 視点Oi 

Oiとは、各辺についてその中点から次に掲げる区分に従い、Ⅰ又はⅡに掲

げる距離だけ外側にある点をいう。 
 

      Ⅰ 第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域、第１種住居地

域、第２種住居地域又は準住居地域 
 
       イ 道路に接する各辺については当該道路の幅員に法第５６条第２項の規

定による当該建築物の後退距離（以下「後退距離」という。）に相当す

る距離を加えた距離 
 
       ロ その他の各辺については１６ｍに高さが２０ｍを越える部分を有する

建築物にあっては、その部分から隣地境界線までの水平距離のうち最

小のものに相当する距離を加えた距離 
 

      Ⅱ 近隣商業地域、商業地域、準工業地域又は工業地域 
 
       イ 道路に接する各辺については当該道路の幅員に後退距離に相当する距

離を加えた距離 
 

 ロ その他の各辺については１２ｍに高さが３１ｍを越える部分を有する

建築物にあっては、その部分から隣地境界線までの水平距離のうち最

小のものに相当する距離を加えた距離 

 

(3) 建築物の敷地が斜線制限等の高さの制限の異なる地域又は区域の内外にわた

る場合の措置 

敷地が法第５６条第１項第１号又は第２号の規定による建築物の高さの制限 

が異なる地域又は区域の内外にわたる建築物に対する(2)の規定の適用にあたっ

て、(2)のSi及びOiは、次のⅠ及びⅡによって算定したものとする。 
 

Ⅰ 立面投影面積 Si 

  Si とは、各辺において法第５６条第１項第１号及び第２号の規定によっ

て許容される最大の立面投影面積をいう。 
 

Ⅱ 視点 Oi 

  Oi とは、各辺についてその中点から次のイ又はロに掲げる距離だけ外側

にある点をいう。 
 

 イ 道路に接する各辺については当該道路の幅員は後退距離に相当する距

離を加えた距離 

 ロ その他の各辺については下記の式による数値 
 

      １６×L1＋A2×L2＋A3×L3  

            L 
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  A2：１６ｍに高さ２０ｍを超える部分を有する建築物にあっては、その部

分から隣地境界線までの水平線までの水平距離のうち最小のもの

に相当する距離を加えた数値 

A3：１２ｍに高さ３１ｍを超える部分を有する建築物にあっては、その部

分から隣地境界線までの水平距離のうち最小のものに相当する距

離を加えた数値 

L1：各辺のうち第１種低層住居専用地域、第２種低層住居専用地域に存す

る部分の長さ 

L2：各辺のうち第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域、

第１種住居地域、第２種住居地域又は準住居地域に存する部分の長さ 

L3：各辺のうち非住居系に存する部分の長さ 

L ：各辺の長さ（L=L1+L2+L3） 

 

 

上記の判定方式のみでは斜線制限等の高さの制限の部分適用方式（建築物の各

部分の高さが当該部分の存する地域又は区域の制限の適用を受ける方式を言

う。）が十分に反映されないことになり、敷地周辺の環境にとって不適当であ

る場合には、適切な措置を講ずるものとする。 
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参考図 

図１ 敷地を多角形に近似する場合の例示 

 

 

 

 

 

図２ Si及びSi’の例示（下図における斜線部分がSi及びSi’に該当する） 

 ○絶対高さ制限の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 ○道路斜線制限の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 ○隣地斜線制限の場合
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第３ 公開空地の標示と維持管理等 

 

１． 公開空地の標示 

 

(1) 公開空地である旨の標示 

建築主は、公開空地内の見やすい場所に、規則第５号様式に規定する公開空地の

標示板を標示すること。 

 

(2) 標示板の規格 

公開空地の標示板の規格は以下の通りとすること。 

 

① ステンレス板、銅板等の耐候性、耐久性に富み、かつ、容易に破損しない材質

であること。 

 

② 堅固に固定すること。 

 

③ 大きさは、縦500mm以上、横800mm以上であること。ただし、敷地の状況によ

り、市長がやむを得ないと認めた場合は、大きさを変更することができるもの

とする。 

 

④ 公開空地内の見やすい場所に２か所以上設置すること。 

 

２． 維持管理の報告等 

 

(1) 維持管理責任者の選任届 

建築主は、公開空地等の維持管理責任者を定め、公開空地維持管理責任者選任届

（別紙第１号様式）を市長へ提出すること。 

 

(2) 公開空地の適切な維持管理の責任 

建築主又は公開空地の維持管理責任者（以下、建築主等という）は、公開空地（公

開空地内の植栽、標示板、舗装、工作物、その他の施設等）の維持管理を適切に行

うこと。 

 

(3) 維持管理状況の報告 

建築主等は公開空地の維持管理状況について、公開空地維持管理報告書（別紙第

２号様式）を３年毎に市長へ提出すること。ただし、法第12条に基づく定期報告対

象建築物については、当該定期報告と併せて維持管理報告書を提出する事ができる

ものとする。 

 

(4) 維持管理責任の継承 

建築主が建築物又は敷地を譲渡する場合、譲受人は公開空地の建築主としての義

務を継承するものとする。また、譲受人は速やかに公開空地の維持管理責任者を定

め、市長へ公開空地維持管理責任者選任変更届（別紙第１号様式）を提出すること。 
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３． 公開空地の変更 

 

公開空地の内容等を変更する場合、建築主等は市長と協議の上、変更前に公開

空地変更申請書（別紙第３号様式）を市長に提出すること。 

 

４． 公開空地の一時使用等 

 

(1) 公開空地の一時使用 

次に掲げる基準すべてに適合する行為は、公開空地を一時占用して使用すること

ができるものとする。 

① 使用する内容が次のいずれかに該当するものであること 

 

イ 短期間（７日以下）のイベント等で、周辺地域の生活環境の向上に資す

る行為 

 

ロ 建築物又は公開空地の維持管理のための工事等に伴う行為 

 

ハ その他市長が市街地の環境の整備改善に資すると認める行為 

 

② 一般歩行者の安全を確保し、かつ、通行を妨げないこと 

 

③ 公開空地の使用面積は必要最小限とすること。ただし、短期間のイベント等の

場合はこの限りでない 

 

④ 使用期間終了後、速やかに現状に復旧すること。 

 

(2) 一時使用の状況の報告 

市長は、公開空地の一時使用をする者に対して、公開空地の一時使用の状況に関

する報告を求めることができる。 

 

 補則 

この要綱の実施に関して必要な事項は別に定める。 

 付則 

この要綱は、昭和６０年９月１０日から施行する。 

付則 

この要綱は、昭和６３年７月１日から施行する。 

付則 

この要綱は、平成８年４月１日から施行する。 

付則 

この要綱は、平成３０年１月２３日から施行する。 

付則 

この要綱は、平成３０年５月３１日から施行する。 

付則 

この要綱は、令和元年１２月２日から施行する。 
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付則 

(施行期日) 

1 この要綱は、令和４年１月２５日から施行する。 

(経過措置) 

2 この要綱の施行後においてもなお当分の間、この要綱の施行前の様式又はこれを適

宜修正した様式を使用することができるものとする。 



第１号様式 

公開空地維持管理責任者選任(変更)届 

  年  月  日  

那覇市長  宛 

届出人 

住所                

氏名                 

電話番号              

 

建築基準法第59条の2第1項の規定基づき設置した下記の公開空地を適切

に維持管理するため、下記の者を公開空地維持管理責任者として選任しまし

たので、那覇市総合設計許可取扱要綱に基づき報告いたします。なお、維持

管理責任者を変更した場合には、すみやかに変更について報告いたします。 

公開空地 

維持管理責任者 

氏名 

 

住所                      

 

 

電話 

旧維持管理責任

者（変更の場合） 

氏名 

 

住所                     

 

 

電話 

建築物の名称  

建築物所在地  

許可年月日 

 

Ｓ・Ｈ・Ｒ   年    月    日 

 

注）法人にあっては、事務所・管理組合等の所在地及び名称並びに代表者氏名



第２号様式          （第一面） 

公開空地維持管理報告書 

  年  月  日  

那覇市長 宛 

報告者 

住所                

氏名                 

電話番号              

 

建築基準法第59条の2第1項の規定基づき設置した下記の公開空地の

維持管理状況を、那覇市総合設計許可取扱要綱に基づき報告します。こ

の報告書及び添付図書に記載の事項は、事実に間違いありません。 

建築物名称  

建築物所在地（住所）  

許可年月日（許可番号） S・H・R    年   月   日 

前回の報告年月日 S・H・R    年   月   日 

公開空地維持管理責任者 

 

 

氏名 

住所 

 

 

注）法人にあっては、事務所・管理組合等の所在地及び名称並びに代表者氏名 

 １．公開空地の管理状況（記入例：☑） 

管理体制について □管理会社等に委託している 

□管理組合等で自主管理している 

□自社で管理している 

□その他（                ） 

 

日常清掃の頻度につ

いて 

□毎年行っている 

□毎月行っている 

□ほとんど行っていない 

□その他（                ） 

 

公開空地管理義務の

周知について 

□賃貸契約書等に記載されている 

□管理組合等で周知している 

□社内で周知している 

□その他（                ） 



第２号様式          （第二面） 

２．公開空地の状況（記入例：☑） 

□壊れている箇所がある 

（公開空地表示板、街灯、舗装、ベンチ、車止め等が破損している等） 

□植栽等を変更している 

（剪定していない、一部撤去した、植栽の種類や位置を変更した等） 

□公開空地の形状等を変更した 

（敷地内通路の位置、街灯、舗装の種類を変更した等） 

□公開空地内での駐車又は駐輪がある（約   台） 

□特に問題はない 

３．現状写真等（３～４枚程度） 

 

４．総合所見 

 

 



第３号様式 

 

公開空地変更申請書 

 

      年  月  日  

那覇市長 宛 

 

申請者 

住所                

氏名                 

電話番号              

 

建築基準法第59条の2第1項の規定基づき設置した下記の公開空地を、下

記の通り変更したいので、那覇市総合設計許可取扱要綱に基づき申請しま

す。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に間違いありません。 

 

建築物の名称  

建築物所在地  

許可年月日 

 

Ｓ・Ｈ・Ｒ   年    月    日 

 

公開空地維持管理

責任者 

氏名 

住所 

建築主 氏名 

住所 

変更内容の概要  

※添付図書：変更内容が分かる図面一式 

注）法人にあっては、事務所・管理組合等の所在地及び名称並びに代表者氏名 


